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第一号議案 平成 28 年度事業報告（      ） 
 

平成 28 年度の当協会の事業概要について、次のとおり報告する。 

・総 括 
平成28年度の当協会の事業活動は、税財政分野における世界的な規模での様々な動きを意識し、

会員ニーズに沿った事業活動を推し進めるとともに、活動内容の充実化・迅速化を図った。さら

に、会員の問題解決を後方より支援、協力することを目的とした対応を実行することとともに、

コスト面の取組みにも力点を置き、あるべき税制、税務の実現に向けて諸活動を展開した。 
特に、提言活動の中心である「税制改正に関する租研意見」の作成では、政策検討会による分

析プロセスにおいて、税制基本問題研究会を中心に、財政経済研究会、国際課税研究会等の他の

研究会活動との有機的な連携・協調に努め、体系的なアプローチを活用し、多面的な分析を実施

した。一方、法人税研究会においては、法人税や消費税の通達を中心に税制度の透明性、予測可

能性を高める活動に積極的に取り組んだ。 
また、調査・研究活動については、一層の充実・強化に努めるとともに、関係当局との連絡・

協調、会員企業にとっても有益となる意見交換を活発に展開した。 
会員懇談会については、昨年に続き、国際課税分野を充実させたこと等により、計画開催回数

を上回ることができた。他方、委員会、研究会等については、調査・研究・提言活動、普及活動、

情報発信活動をバランスよく会員に提供した結果、効率的な運営が遂行できた。 
全体としては、前年度回数を若干下回ったものの、内容の選別かつ充実を図り、適時・適切な

情報提供に努めた結果、計画を上回る事業活動を展開することができた。平成 28 年度の事業活動

の総括表及び個別の活動実績は以下の通りである。 

 
  

（講演回数換算ベース　＊3）

理事会・総会・委員会等 68 回 56 回 64 回 67 回 60 回

内研究会 51 〃 42 〃 47 〃 48 〃 41 〃

会員懇談会 103 〃 107 〃 100 〃 76 〃 92 〃

租税研究大会　＊1 （3.0日） 6 〃 （3.0日） 6 〃 （3.0日） 6 〃 （3.0日） 6 〃 （3.0日） 6 〃

基礎講座　＊2 （３講座） 22 〃 （３講座） 21 〃 （３講座） 22 〃 （３講座） 21 〃 （３講座） 21 〃

合計 199 〃 190 〃 192 〃 170 〃 179 〃

出版（「租税研究」以外） 9 冊 10 冊 7 冊 10 冊 8 冊

＊１　平成28年度実績の内訳　：　東京大会2.0日（報告1、討論3）、大阪大会1.0日（報告1、討論1）

＊2　平成28年度実績の内訳　：　法人税基礎講座（東京）8回、法人税基礎講座（関西）8回、国際課税中級講座（東京）5回

＊3　講演回数換算ベース　：　同日講演で講演内容が異なる場合には、各々を1回として集計（過去実績含め再集計）

平成２８年度
実績

平成２８年度
計画

平成２７年度
実績

平成２５年度
実績

平成２６年度
実績

自 平成 28 年 4 月 1 日 
至 平成 29 年 3 月 31 日 
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1．第 68 回定時総会 

平成 28 年 5 月 30 日第 68 回定時総会を、日本工業倶楽部会議室において開催した。会長の三

木繁光が議長となり、開会の挨拶を述べたのち、次の議題について報告・説明が行われ、審議の

後、いずれも原案どおり承認可決された。 

〔議題〕 
（報告） 

1. 平成 27 年度事業報告 
（議案） 

1. 平成 27 年度決算案 
2. 平成 28 年度事業計画及び予算報告 
3. 平成 28 年度会費分担基準案 
4. 役員退任選任案 
5. 補欠理事選任案 
6. 評議員退任選任報告 

 
2．第 469 回理事会・評議員会 

平成 28 年 5 月 13 日、第 469 回理事会･評議員会を開催した。第 68 回定時総会に付議する諸案

件を審議、承認可決した。 

 
3．理事会・評議員会 

平成 28 年度における定例の理事会は 4 回開催し、第 68 回定時総会に付議する諸案件のほか、

評議員の補充選任･退任、各種委員会、研究会、懇談会等の開催等の審議･決議･報告を行った。 

 
4．委員会・研究会等 

(1) 政策委員会（政策検討会） 

政策委員会の下に政策検討会を設置。政策検討会は、政策委員会の主査を中心として、若手研

究家等から構成し、税制改正に向けた研究を行うとともに、税制基本問題研究会をはじめとする、 

財政経済研究会や国際課税研究会等の研究会の成果や会員からの税制改正意見要望、アンケート

等を踏まえた「平成 29 年度税制改正に関する租研意見」をとりまとめ、政策委員会、会長・副会

長会議に付議した上、関係当局に対し意見・要望の表明を行った。 
また、平成 28 年 9 月には会長と副会長より、麻生副総理兼財務大臣に対して、直接「平成 29

年度税制改正に関する租研意見」の提言を行った。11 月には、政府税制調査会の中里会長に対し

て、同意見の提言を行った。 
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(2) 政策委員会（税制基本問題研究会） 

税制基本問題研究会は、租研意見に関連する理論面や今後の方向についての課題とその問題点

等を調査・研究していく必要があることから、より広い見地より税制の基本的な側面を調査・研

究、分析することを目的として設置し、税制分野等の諸課題について、調査・研究を実施し、そ

の成果を会員に対し提供した。 

(3) 財政経済委員会（財政経済研究会） 

財政経済研究会において、社会保障制度改革、財政改革、税制の抜本的改革等の諸課題につい

て、調査・研究を実施し、その成果を会員に対し提供した。 
特に、平成 25 年 7 月から「安倍政権下における財政・税制・社会保障政策の課題」を大テーマ

として継続して取り上げ、税、財政、社会保障分野の課題を様々な角度から検討してきた内容に

つき、平成 28 年 8 月に報告書を完成させ、同年 9 月の租税研究大会での討論会にて、その成果を

会員に提供した。 

(4) 法人課税委員会（法人税研究会） 

法人税研究会の下に設置した下記検討会において、会員の課題解決につながる活動を展開した。 
その活動成果の一つとして、実務面からの税務執行上の透明性確保、予測可能な取扱の明確化

を目的とした、本年度の通達等への会員意見の反映及び通達等の早期化・明確化を実現した。 

① 通達等検討会（法人税、国際課税部会） 
同検討会を開催することにより、会員の意見・要望を踏まえ、税制改正に伴う課税関係の

明確化の検討、課税当局との意見交換会を実施し、通達等での反映及び早期化・明確化に取

り組んだ。 

② 通達等検討会（消費税部会） 
平成 27 年度消費税税制改正において、新たに消費税部会を設定し、通達等への会員意見

の反映及び税制上の取扱いの明確化を実現した。平成 28 年度改正では、軽減税率の導入に

向けた対応に取り組んだ。 

③ 国際課税実務検討会 
同検討会を開催することにより、会員の意見・要望を踏まえ、国際課税上の実務取扱い上

の課題に対して、同検討会で検討した結果を、集大成として取り纏めている。今後とも、国

際課税上の実務上の取扱いに関する課題について、取り組むこととしている。 

(5) 国際課税委員会（国際課税研究会） 

国際課税研究会において、租税に関する、その時期におけるキーノートとなる重要で話題性の

ある海外論文を調査・研究し、その成果を「租税研究」等を通じて、会員に提供した。特に、こ

の研究会活動が 10 年を経過したことを受け、新春座談会の場において、この 10 年を振り返ると

ともに今後の展望について、会員に提供した。 
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(6) 地方税委員会（地方税研究会） 

地方税研究会において、地方財政、税制に関する現状や課題について調査・研究し、その成果

を会員に対し提供することとしている。平成 26 年 11 月からは税制改正提言の理論的補完を目的

として新たに税制基本問題研究会を設置したことに伴い、地方税研究会は、必要に応じて、地方

税に特化した調査・研究について取り組むこととしている。 

(7) 意見交換会 

「国際課税の現状と課題」や「税務コーポレートガバナンス」等税制・税務に関する重要

な課題について、主税局や国税庁幹部と会員企業との意見交換会を実施している。 

 

5．国際交流の促進 

米国、欧州、中国、インドネシア、マレーシア、シンガポール、ベトナムの政府高官や専門家

による懇談会を開催する等、諸外国における税務当局関係者との交流に取り組んだ。 

 

6．講演会等（会員懇談会、租税研究大会、基礎講座） 

(1) 会員懇談会 

法人税については、組織再編税制、租税回避問題、主要な課税訴訟事例をはじめとして、国税

通則法を中心とする手続規定や申告実務を含め、理論面、実務面における税制、税務について幅

広く講演会を開催した。 
また、国際課税については、BEPS プロジェクトへの対応を中心に、会員の関心の高い外国子

会社合算税制、移転価格税制、PE、AOA 等の個別分野や、OECD を含む、米国や中国等の最新

海外税制動向について講演会を開催した。 

(2) 租税研究大会 

租税研究大会については、租研の事業活動に相応しい財政・税制に関する調査、研究、情報発

信機能に配意した運営を行っている。具体的には、東京 2 日、大阪 1 日、合計 3 日間（報告 2、
討論 4）開催し、理論と実務面における最先端の重要な課題を取り上げ、会員に対して講演、討論

等を通して、情報提供を実施するとともに、税理士会、公認会計士協会等に公開する等、協会外

部への情報発信を行い、公益的活動の推進、当協会のプレゼンス向上を図った。 
また、その成果は、日本租税研究協会 第 68 回租税研究大会記録「税制の構造改革と国際課税

への多面的な取組」として出版するとともに、ホームページ等により会員以外にも公表した。 

(3) 基礎・中級講座 

平成 28 年度は、法人税基礎講座（東京）8 回、法人税基礎講座（関西）8 回 を実施した。また、

国際課税中級講座（東京）5 回を開催した。 
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7．出版等情報提供活動他（出版、ホームページ） 

(1) 出版 

定例の「租税研究（毎月）」「租税研究大会記録（毎年）」に加え、研究会・検討会報告書 等の

重要な出版物を刊行した。 

（参考）平成 28 年度出版物（「租税研究以外」） 

・第 68 回租税研究大会記録 ～税制の構造改革と国際課税への多面的な取組～ 

  ・平成 29 年度税制改正に関する租研意見 

・〔財政経済研究会報告書〕安倍政権における財政・税制・社会保障政策の課題 

・BEPS プロジェクト 2015 年最終報告書 

・その他 
                               合計 8 冊 

(2) ホームページによる情報提供サービスの向上 

租研ホームページについては、引き続き、トピックス、お知らせ欄等による、情報提供を継続。

また、定常の「租研意見」、「租研会員の税制改正意見集」、「租税研究大会記録」、「税制調査会答

申集」等を掲載し、公表した。平成 27 年 12 月より、月間会員誌「租税研究」の昭和 24 年創刊号

から昭和 56 年 1 月号までの記事内容を掲載し、「租税研究」アーカイブとして公表している。 

 
8．国際租税協会（IFA）日本支部事務局受託事務 

国際租税協会（IFA）の日本支部の事務局事務業務は引き続き実施した。本年度も、IFA 年次総

会報告会に参加する等、国際的な情報の発信活動に貢献するとともに、租研としても国際租税分

野の事業活動の拡充を図った。 

 
９．会員数及び会員異動状況 

(1) 会員数（平成 29年 3月 31日現在） 

維持会員      ３３７ 
個人会員      ４８３ 
特別会員        ４団体 
（内、推薦会員  １団体、４個人） 
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(2) 会員異動状況 
 

 平成 27 年度末 平成 28 年度増減 平成 28 年度末 
  増 減  
維持会員 （社） ３４６ ３ １２ ３３７ 
個人会員 （人） ４８６ ３１ ３４ ４８３ 
特別会員（団体） ４ ０ ０ ４ 
（内 推薦会員） （４） （１） （０） （５） 

計 ８３６ ３４ ４６ ８２４ 

 
12．役員・評議員等（平成 29 年 3 月 31 日現在） 

   会長  （代表理事） １名          評議員     ５７名 

   副会長 （代表理事） ６名          特別顧問     ２名 

   理事          ２１名           顧問       ４名 

（理事計       ２８名）           参与          ４名 

監事           ２名 
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平成28年度計画 実績

通常総会 1 1

理事会・評議員会 4 4

総会・理事会 5 5

会長・副会長会議 3 3
財務大臣、税調会長提言、2回を含

む

運営委員会 1 1

　企画運営小委員会
　※ 3 3

政策委員会 1 1

　政策検討会
　※ 4 5

　税制基本問題研究会　※ 8 8

　地球環境問題検討会
　※ 0 0

財政経済委員会 0 0

　財政経済研究会
　※ 8 8

法人課税委員会 0 0

　法人税研究会／通達等検討会
　※ 13 10 専門部会を含む

　法人税研究会／国際課税実務検討会
　※ 4 0

　税務会計研究会
　※ 0 0

国際課税委員会 0 0

　国際課税研究会
　※ 8 7

　中国交流促進検討会
　※ 0 0

個人課税委員会 0 0

消費課税委員会 0 0

地方課税委員会 0 0

　地方税研究会
　※ 0 0

意見交換会 8 8 主税局、国税庁、会員企業

座談会　他 1 1

委員会・研究会等 62 55

うち研究会関連（※） 48 41

東京会員懇談会 53 67

関西会員懇談会 15 16

名古屋会員懇談会 6 8

九州会員懇談会 2 1

会員懇談会 76 92

租税研究大会（東京） 4 4 2.0日：報告1、討論3

租税研究大会（大阪） 2 2 1.0日：報告1、討論1

租税研究大会 6 6

法人税基礎講座（東京） 8 8 8回／講座

法人税基礎講座（関西） 8 8 8回／講座

国際課税基礎講座（東京） 0 0 国際課税中級講座と隔年開催

国際課税中級講座（東京） 5 5 5回／講座

基礎講座 21 21

合計 170 179

会合名 備考

（参考）平成２８年度実績／活動実績一覧表

会合回数（回）
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(単位:円)

当年度 前年度 増減
<Ⅰ資産の部>

１ .流動資産
現 金 655,220 798,344 △ 143,124
当 座 預 金 22,298,207 23,376,286 △ 1,078,079
普 通 預 金 607,435 2,136,744 △ 1,529,309
定 期 預 金 44,500,000 44,500,000 0
仮 払 金 2,160 0 2,160
未 収 金 676,198 273,050 403,148
前 払 費 用 1,281,636 1,281,636 0

70,020,856 72,366,060 △ 2,345,204
２ .固定資産

     （１）基本財産
特 定 事 業 基 金 定 期 預 金 157,755,410 157,755,410 0

157,755,410 157,755,410 0
     （２）特定資産

退 職 給 付 引 当 資 産 15,508,600 22,124,000 △ 6,615,400
賞 与 引 当 資 産 4,500,000 4,300,000 200,000
減 価 償 却 引 当 資 産 4,650,569 6,426,074 △ 1,775,505

24,659,169 32,850,074 △ 8,190,905
     （３）その他の固定資産

什 器 備 品 269,704 388,676 △ 118,972
事 務 所 総 合 設 備 費 1,315,657 1,461,170 △ 145,513
ソ フ ト ウ エ ア 211,680 317,520 △ 105,840
電 話 加 入 権 170,310 170,310 0
借 室 敷 金 14,240,400 14,240,400 0
出 資 金 10,000 10,000 0

16,217,751 16,588,076 △ 370,325
198,632,330 207,193,560 △ 8,561,230

資産合計 268,653,186 279,559,620 △ 10,906,434
<Ⅱ負債の部>

１ .流動負債
未 払 金 2,375,631 1,602,397 773,234
前 受 会 費 7,025,833 7,388,333 △ 362,500
諸 預 り 金 612,807 637,469 △ 24,662
賞 与 引 当 金 4,500,000 4,300,000 200,000

14,514,271 13,928,199 586,072
２ .固定負債

退 職 給 付 引 当 金 15,508,600 22,124,000 △ 6,615,400
15,508,600 22,124,000 △ 6,615,400

　負債合計　 30,022,871 36,052,199 △ 6,029,328

0 0 0
238,630,315 243,507,421 △ 4,877,106
157,755,410 157,755,410 0

4,650,569 6,426,074 △ 1,775,505
238,630,315 243,507,421 △ 4,877,106

負債及び正味財産合計 268,653,186 279,559,620 △ 10,906,434
正 味 財 産 合 計

　１.指定正味財産
指 定 正 味 財 産 合 計　

　２.一般正味財産

科目

<Ⅲ正味財産の部>

流 動 負 債 合 計　

固 定 負 債 合 計

基 本 財 産 合 計 

流 動 資 産 計　

第二号議案　平成28年度決算案

Ⅰ.貸借対照表

平成29年3月31日現在

固 定 資 産 合 計 

（うち基本財産への充当額）
（うち特定資産への充当額）

        そ の 他 固 定 資 産 合 計

特 定 資 産 合 計 

－8－



(単位:円)

　科目　 当年度 前年度 増減
Ⅰ.一般正味財産増減の部

1.経常増減の部
(1)経常収益

53,577 69,470 △ 15,893
2,962 6,694 △ 3,732

129,147,900 130,267,900 △ 1,120,000
4,925,692 6,728,781 △ 1,803,089

134,130,131 137,072,845 △ 2,942,714
(2)経常費用

128,945,351 125,772,611 3,172,740
役 員 報 酬 5,850,000 10,530,000 △ 4,680,000
給 料 手 当 28,837,741 23,896,861 4,940,880
退 職 給 付 費 用 3,564,392 2,633,345 931,047
賞 与 引 当 金 繰 入 4,018,984 3,839,737 179,247
福 利 厚 生 費 5,760,395 5,528,805 231,590
研 修 費 4,500 22,239 △ 17,739
旅 費 交 通 費 4,658,252 4,864,601 △ 206,349
通 信 運 搬 費 3,865,248 3,772,436 92,812
減 価 償 却 費 238,036 319,684 △ 81,648
ソ フ ト ウ ェ ア 償 却 費 95,256 95,256 0
消 耗 什 器 備 品 費 65,272 81,468 △ 16,196
消 耗 品 費 2,337,750 2,370,742 △ 32,992
印 刷 製 本 費 16,013,376 14,864,130 1,149,246
光 熱 水 道 費 214,192 242,089 △ 27,897
賃 借 料 14,198,879 14,826,823 △ 627,944
諸 謝 金 24,524,320 21,940,546 2,583,774
会 場 借 上 費 9,437,215 9,162,728 274,487
租 税 公 課 21,780 25,740 △ 3,960
委 託 費 689,692 1,966,514 △ 1,276,822
雑 費 4,550,071 4,788,867 △ 238,796

10,061,886 10,868,437 △ 806,551
役 員 報 酬 650,000 1,170,000 △ 520,000
給 料 手 当 3,506,559 2,956,645 549,914
退 職 給 付 費 用 426,608 315,655 110,953
賞 与 引 当 金 繰 入 481,016 460,263 20,753
福 利 厚 生 費 689,439 662,729 26,710
研 修 費 500 2,471 △ 1,971
旅 費 交 通 費 517,584 144,645 372,939
通 信 運 搬 費 89,736 118,400 △ 28,664
減 価 償 却 費 26,449 35,521 △ 9,072
ソ フ ト ウ ェ ア 償 却 費 10,584 10,584 0
消 耗 什 器 備 品 費 7,253 9,052 △ 1,799
消 耗 品 費 82,692 103,962 △ 21,270
印 刷 製 本 費 57,240 50,000 7,240
光 熱 水 道 費 23,799 26,899 △ 3,100
賃 借 料 1,577,653 1,647,425 △ 69,772
諸 謝 金 186,400 182,080 4,320
会 場 借 上 費 815,348 433,800 381,548
租 税 公 課 2,420 2,860 △ 440
委 託 費 681,952 1,860,661 △ 1,178,709
雑 費 228,654 674,785 △ 446,131

139,007,237 136,641,048 2,366,189
△ 4,877,106 431,797 △ 5,308,903

0 0 0
△ 4,877,106 431,797 △ 5,308,903

2.経常外増減の部
(1)経常外収益

0 0 0
(2)経常外費用

0 0 0
0 0 0
0 0 0

△ 4,877,106 431,797 △ 5,308,903
243,507,421 243,075,624 431,797
238,630,315 243,507,421 △ 4,877,106

Ⅱ.指定正味財産増減の部
0 0 0
0 0 0
0 0 0

Ⅲ.正味財産期末残高 238,630,315 243,507,421 △ 4,877,106

平成28年4月1日から平成29年3月31日まで

基 本 財 産 運 用 益
特 定 資 産 運 用 益
受 取 会 費
雑 収 益

Ⅱ.正味財産増減計算書

経　　常　　収　　益　　計

事業費

管理費

経　　常　　費　　用　　計
評価損益等調整前当期経常増減額

当期経常増減額
損益評価等計

一般正味財産期末残額

当期指定正味財産増減額
指定正味財産期首残額
指定正味財産期末残額

経　　常　　外　　収　　益　　計

固定資産除却損
経　　常　　外　　費　　用　　計

当期経常外増減額
当期一般正味財産増減額
一般正味財産期首残額
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(単位:円)

　科目　 公益目的事業会計 法人会計 内部取引消去 合計
Ⅰ.一般正味財産増減の部

1.経常増減の部
(1)経常収益

53,577 0 0 53,577
2,962 0 0 2,962

109,775,715 19,372,185 0 129,147,900
4,925,692 0 0 4,925,692

114,757,946 19,372,185 0 134,130,131
(2)経常費用

128,945,351 0 0 128,945,351
役 員 報 酬 5,850,000 0 0 5,850,000
給 料 手 当 28,837,741 0 0 28,837,741
退 職 給 付 費 用 3,564,392 0 0 3,564,392
賞 与 引 当 金 繰 入 4,018,984 0 0 4,018,984
福 利 厚 生 費 5,760,395 0 0 5,760,395
研 修 費 4,500 0 0 4,500
旅 費 交 通 費 4,658,252 0 0 4,658,252
通 信 運 搬 費 3,865,248 0 0 3,865,248
減 価 償 却 費 238,036 0 0 238,036
ソ フ ト ウ ェ ア 償 却 費 95,256 0 0 95,256
消 耗 什 器 備 品 費 65,272 0 0 65,272
消 耗 品 費 2,337,750 0 0 2,337,750
印 刷 製 本 費 16,013,376 0 0 16,013,376
光 熱 水 道 費 214,192 0 0 214,192
賃 借 料 14,198,879 0 0 14,198,879
諸 謝 金 24,524,320 0 0 24,524,320
会 場 借 上 費 9,437,215 0 0 9,437,215
租 税 公 課 21,780 0 0 21,780
委 託 費 689,692 0 0 689,692
雑 費 4,550,071 0 0 4,550,071

0 10,061,886 0 10,061,886
役 員 報 酬 0 650,000 0 650,000
給 料 手 当 0 3,506,559 0 3,506,559
退 職 給 付 費 用 0 426,608 0 426,608
賞 与 引 当 金 繰 入 0 481,016 0 481,016
福 利 厚 生 費 0 689,439 0 689,439
研 修 費 0 500 0 500
旅 費 交 通 費 0 517,584 0 517,584
通 信 運 搬 費 0 89,736 0 89,736
減 価 償 却 費 0 26,449 0 26,449
ソ フ ト ウ ェ ア 償 却 費 0 10,584 0 10,584
消 耗 什 器 備 品 費 0 7,253 0 7,253
消 耗 品 費 0 82,692 0 82,692
印 刷 製 本 費 0 57,240 0 57,240
光 熱 水 道 費 0 23,799 0 23,799
賃 借 料 0 1,577,653 0 1,577,653
諸 謝 金 0 186,400 0 186,400
会 場 借 上 費 0 815,348 0 815,348
租 税 公 課 0 2,420 0 2,420
委 託 費 0 681,952 0 681,952
雑 費 0 228,654 0 228,654

128,945,351 10,061,886 0 139,007,237
△ 14,187,405 9,310,299 0 △ 4,877,106

0 0 0 0
△ 14,187,405 9,310,299 0 △ 4,877,106

2.経常外増減の部
(1)経常外収益

経　　常　　外　　収　　益　　計 0 0 0 0
(2)経常外費用

0 0 0 0
0 0 0 0
0 0 0 0

9,310,299 △ 9,310,299 0 0
△ 4,877,106 0 0 △ 4,877,106
243,507,421 0 0 243,507,421
238,630,315 0 0 238,630,315

Ⅱ.指定正味財産増減の部
0 0 0 0
0 0 0 0
0 0 0 0

Ⅲ.正味財産期末残高 238,630,315 0 0 238,630,315

管理費

経　　常　　費　　用　　計

損益評価等計

他会計振替額

経　　常　　外　　費　　用　　計

評価損益等調整前当期経常増減額

正味財産増減計算書内訳書

平成28年4月1日から平成29年3月31日まで

事業費

基 本 財 産 運 用 益
特 定 資 産 運 用 益
受 取 会 費
雑 収 益

経　　常　　収　　益　　計

指定正味財産期末残額

一般正味財産期首残額
一般正味財産期末残額

当期指定正味財産増減額
指定正味財産期首残額

当期経常増減額

当期経常外増減額

当期一般正味財産増減額

固定資産除却損

-7-
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(単位:円)

場所・物量等 使用目的等 金額

（流動資産）
現金

手元保管 運用資金として 655,220

預金
当座預金 運用資金として 22,298,207

普通預金 運用資金として 607,435

定期預金 運用資金として 44,500,000

仮払金
大和ﾈｸｽﾄ銀行残高証明書手数料 大和証券 残高証明書発行手数料として 2,160

未収金
ＩＦＡ日本支部総会費用 ＩＦＡ日本支部 ＩＦＡ総会費用立替金として 207,430
租税研究購読料 28年度分租税研究講読費として 468,768

前払費用
三菱地所賃借料 三菱地所株式会社 賃料の前払いとして 1,281,636

流動資産合計 70,020,856
（固定資産）

基本財産
定期預金

銀行自由金利型定期預金 公益目的保有財産である 24,122,178

銀行大口定期預金 公益目的保有財産である 133,633,232

特定資産
退職給付引当資産 定期預金 退職引当預金として 15,508,600

賞与引当資産 定期預金 賞与引当預金として 4,500,000

減価償却引当資産 定期預金 減価償却引当預金として 4,650,569

その他固定資産
什器備品 郵便料金計他 公益目的保有財産である 269,704

事務所総合設備費 電話敷設・ネット回線等 公益目的保有財産である 1,315,657

電話加入権 公益目的保有財産である 170,310

ソフトウェア 公益目的保有財産である 211,680

借室敷金 賃借事務所敷金 公益目的保有財産である 14,240,400

出資金 しんくみグループ保険 公益目的保有財産である 10,000

固定資産合計 198,632,330

資産合計 268,653,186
（流動負債）

未払金 2,375,631
アルバイト給与 アルバイトに対する給与の未払いである 80,000
コピー代 富士ゼロックス 221,549
会場費用 日本工業倶楽部 202,192
出向者給与 出向者に対する給与の未払いである 160,000
租税研究3月号 第一資料印刷 945,972
3月会合・研究会講師謝礼 講師に対する謝礼の未払いである 765,918

前受会費 会員に対するもの 平成２９年度会員の会費の前受である 7,025,833

預り金 612,807
所得税預り金 従業員に対するもの 所得税預り金 383,763

住民税預り金 従業員に対するもの 住民税預り金 74,200

その他預り金 ＩＦＡ日本支部への請求と相殺予定ＩＦＡ日本支部総会　参加費 105,500
租税研究講読料 29年度分租税研究購読料 49,344

賞与引当金 役員・従業員に対するもの 役員と従業員7名H29.1～H29.3対象月分賞与を積立 4,500,000

流動負債合計 14,514,271
（固定負債）

退職給付引当金 役員・従業員に対するもの 役員と従業員7名に対する退職金の支払いに備えたもの 15,508,600

固定負債合計 15,508,600

負債合計 30,022,871

正味財産合計 238,630,315

Ⅲ.財　産　目　録　

平成29年3月31日現在
貸借対照表科目

-8-
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公益認定前取得 公益認定後取得 その他の
不可欠特定基準 不可欠特定基準 公益目的保有財産

基本財産 銀行自由金利型定期預金　　　　　　　24,122,178円 公益事業

銀行大口定期預金　　　　　　　　 　133,633,232円 公益事業

什器備品 郵便料金計他　　　　　　　　　　  　　269,704円 公益事業

事務所総合設備費 電話敷設・ネット回線等　　　　　　 　1,315,657円 公益事業

電話加入権 電話加入権                         　  170,310円 公益事業

ソフトウェア ソフトウェア                       　  211,680円 公益事業

借室敷金 貸借事務所敷金　　　　　　　　　  　14,240,400円 公益事業

出資金 しんくみグループ保険　　　　　　　 　　 10,000円 公益事業

合計 　　　　　　　　　　　　　　　　 　173,973,161円

公益目的財産の明細

財産種別 使用事業
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　１.基本財産及び特定資産の明細

(単位:円)

区分 (資産の種類) (期首帳簿価額) (当期増加額) (当期減少額) (期末帳簿価額)
基 本 財 産 定 期 預 金 157,755,410 0 0 157,755,410

基本財産計 157,755,410 0 0 157,755,410
特 定 資 産 退職給付引当資産 22,124,000 3,991,000 10,606,400 15,508,600

賞 与 引 当 資 産 4,300,000 4,500,000 4,300,000 4,500,000
減価償却引当資産 6,426,074 264,484 2,039,989 4,650,569

特定資産計 32,850,074 8,755,484 16,946,389 24,659,169

　２.引当金の明細

(単位:円)

目的使用 その他
賞 与 引 当 金 4,300,000 4,500,000 4,300,000 0 4,500,000
退 職 給 付 引 当 金 22,124,000 3,991,000 10,606,400 0 15,508,600

合計 26,424,000 8,491,000 14,906,400 0 20,008,600

　Ⅳ.附属明細書　

平成29年3月31日現在

科目 （期首残高） (当期増加額) （期末残高）
(当期減少額)

平成29年3月31日現在
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1.重要な会計方針

(1)公益法人会計基準(平成20年度改正基準)を採用している。

(2)固定資産の減価償却の方法
　①有形固定資産…定額法

　②無形固定資産
　　ソフトウェア（自社利用）…社内における利用可能期間（5年）に基づく定額法

(3)・退職給付引当金は、役員及び職員の退職金支給に備えて、期末現在の職員が
　 　自己都合により退職した場合の要支給額を計上している。

　 ・賞与引当金は、役員及び職員に支給する賞与に備えて、支給見込み
　　 額の内当期に属する額を計上している。

(4)消費税等の会計処理は、消費税込み額で表示している。

財　務　諸　表　に　対　す　る　注　記
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2.基本財産及び特定資産の増減額及びその残高
　
　基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

(単位:円)

科目 (前期末残高) (当期増加額) (当期減少額) (当期末残高)
基本財産
定 期 預 金 157,755,410 0 0 157,755,410

小計(基本金) 157,755,410 0 0 157,755,410
特定資産
退 職 給 付 引 当 資 産 22,124,000 3,991,000 10,606,400 15,508,600
賞 与 引 当 資 産 4,300,000 4,500,000 4,300,000 4,500,000
減 価 償 却 引 当 資 産 6,426,074 264,484 2,039,989 4,650,569

小計(特定資産) 32,850,074 8,755,484 16,946,389 24,659,169
合計 190,605,484 8,755,484 16,946,389 182,414,579

3.基本財産及び特定資産の財源等の内訳

　基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

(単位:円)

基本財産
定 期 預 金 157,755,410 0 157,755,410 0

小計(基本金) 157,755,410 0 157,755,410 0
特定資産
退 職 給 付 引 当 資 産 15,508,600 0 0 15,508,600
賞 与 引 当 資 産 4,500,000 0 0 4,500,000
減 価 償 却 引 当 資 産 4,650,569 0 4,650,569 0

小計(特定資産) 24,659,169 0 4,650,569 20,008,600
合計 182,414,579 0 162,405,979 20,008,600

4.固定資産の取得価格、減価償却累計額及び当期末残高

　有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

(単位:円)

科目 取得価額 減価償却累計額 当期末残高
什 器 備 品 3,250,112 2,980,408 269,704
事 務 所 総 合 設 備 費 2,985,818 1,670,161 1,315,657

合計 6,235,930 4,650,569 1,585,361

(当期末残高)
(うち指定正味
財産からの充当

額)

(うち一般正味
財産からの充当

額)

(うち負債に
対応する額)

平成29年3月31日現在

平成29年3月31日現在

平成29年3月31日現在

科目
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第三号議案 平成 29 年度事業計画及び予算報告 
Ⅰ．平成 29 年度事業計画 

1．租研をめぐる環境 

我が国経済は、雇用や所得情勢の堅調な推移に支えられ、緩やかな回復基調にある。一方で、米国

でのトランプ政権誕生や英国の EU 離脱への動きなど、保護主義の台頭が懸念され、世界経済の先行

きには不透明感が漂っている。 

日本の構造的な問題に目を転じると、「日本経済、産業の持続的な成長を実現する戦略の必要性」、「人

口減少および少子高齢化の問題」、「社会保障制度の継続性への懸念」、「巨額の債務を抱える財政健全

化の問題」等がある。特に財政問題に関しては、我が国の財政赤字は先進国でも突出しており、その

債務残高は、歴史的、国際的にも最悪の水準になっており、国民生活や経済全般に甚大な悪影響を及

ぼすリスクを負った厳しい状況にある。財政健全化のためには経済の成長、歳入の増加、歳出の思い

切った削減を併せ実行することが必要である。 

税制についても、これまでも、当協会が一貫して提言してきたように、経済成長と財政健全化、社

会保障制度改革を一体的に推進するためには、「経済活力の強化」と「安定財源の確保」を基本として、

税制の抜本改革によるあるべき税制の早期実現が必要である。税制が持つ主な役割、即ち、歳入の確

保、所得の再分配機能はもちろんのこと、経済政策の推進や国内産業強化等、各々の目的が実現でき

るよう、経済社会の構造変化に対応した税制改革が求められている。 

 
2．協会の活動方針 

上記の租研をめぐる環境に立ち、民間の租税研究機関として我が国の税制の研究と普及に貢献

してきた当協会は、その活動をベースに、引き続き、会員のニーズに「迅速」に応え、中身の更

なる「充実」を図り、現在までの成果より一段とレベルの高いものをめざし、あるべき財政・税

制・税務の「実現」に向け諸活動を展開していく。 
従って、平成 29 年度は、基本的に、現在までの活動状況を踏まえ、以下の活動方針に基づき、

収支相償の原則に則し、かつ継続的に安定的な運営が行われるように、事業活動を展開する。 

 ① 税制改正意見等の提言活動の充実を図る。 
 ② 財政、税制、税務に関する調査、研究、提言活動の充実を図る。 
 ③ 会員のニーズに的確に対応した情報発信機能の充実を図る。 
 ④ 租研は、「公益社団法人日本租税研究協会」として、協会活動を通じた社会貢献活動を高

める。 
 ⑤ 租研の財政状況が依然として厳しいことから、維持会員の継続・拡大に組織を挙げて取

り組む。あわせて、経費節減に努めるとともに、限られた資源の中で効果的・効率的な

事業運営を徹底する。 
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3．平成 29 年度計画の総括 

平成 24 年 4 月の公益社団法人への移行後、事業活動の「選択と集中」を推し進めてきたことに

より、会員ニーズに対応した事業活動の提供ならびに収支相償の原則に沿った財務運営を行う体

制が整っており、概ね定着してきている。従って、平成 29 年度も、当協会の活動方針を踏まえた

事業活動を推し進めると同時に、収支相償の原則を大前提に事業経費の一層の節減に努めていく。

具体的には事業活動の活発化に資するため、年間 165 回程度の事業活動を設定し、会員が求める

ニーズに合致した、質の高い事業活動計画を策定することとしたい。 

 
 

4．委員会・研究会等 

民間の中立的な立場から調査・研究を行い、我が国の「あるべき財政・税制・税務」の実現の

ため、提言、意見表明を行う中核事業である。特に、ここ数年で拡充を図ってきた研究会活動は

その軸であり、引き続きその内容の充実に努める。 
具体的には、当協会の税制改正提言である「租研意見」を作成する政策検討会、税制基本問題

研究会、税制について透明性、予測可能性を高める観点から、通達への会員意見の実現を図る通

達等検討会や国際課税実務検討会等の更なる充実を図る。 
また、意見交換会は、当協会の特質を活かした活動であり、必要に応じて開催する。 

 
 

・活動計画一覧表 （講演回数換算ベース　＊3）

理事会・総会・委員会等 68 回 56 回 64 回 60 回 58 回 67 回

内研究会 51 〃 42 〃 47 〃 41 〃 41 〃 48 〃

会員懇談会 103 〃 107 〃 100 〃 92 〃 79 〃 76 〃

租税研究大会　＊1 （3.0日） 6 〃 （3.0日） 6 〃 （3.0日） 6 〃 （3.0日） 6 〃 （3.0日） 6 〃 （3.0日） 6 〃

基礎講座　＊2 （３講座） 22 〃 （３講座） 21 〃 （３講座） 22 〃 （３講座） 21 〃 （３講座） 22 〃 （３講座） 21 〃

合計 199 〃 190 〃 192 〃 179 〃 165 〃 170 〃

出版（「租税研究」以外） 9 冊 10 冊 7 冊 8 冊 9 冊 10 冊

＊１　平成29年度計画の内訳　：　東京大会2.0日（報告2、討論2）、大阪大会1.0日（報告1、討論1）

＊2　平成29年度計画の内訳　：　法人税基礎講座－東京8回、関西8回、国際課税基礎講座－東京6回

＊3　講演回数換算ベース　：　同日講演で講演内容が異なる場合には、各々を1回として集計（過去実績含め再集計）

平成２８年度
計画

平成２８年度
実績

平成２５年度
実績

平成２７年度
実績

平成２６年度
実績

平成２９年度
計画

・理事会・委員会等の内訳と回数推移 （回数）　

平成２５年度
実績

平成２６年度
実績

平成２７年度
実績

平成２８年度
実績

平成２９年度
計画

理事会・総会 5 5 5 5 5

委員会・研究会等 57 48 53 47 47

内研究会 51 42 47 41 38

意見交換会 6 3 6 8 6

合計 68 56 64 60 58
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(1)政策委員会（政策検討会、税制基本問題研究会、地球環境問題検討会） 

租研の財政、税制の提言等の企画・立案を担当する委員会・検討会として、各委員会・研究会

の研究・提言、会員からの税制改正意見、アンケート調査等をもとに、税制改正に関する租研意

見を取りまとめ、関係機関に対して提言を行う。 
特に、近年拡充に努めてきた政策検討会は、研究・提言活動を本格化し、他の研究会等との連

携・協調を緊密にしつつ、抜本的な税制改正に向け、「租研意見」の更なる充実を図る。 
さらに、税制基本問題研究会では、租研意見に関連する理論面や今後の方向についての課題と

その問題点等を調査・研究していく必要があることから、基本的課題や個別税制について調査・

研究、課題への取り組みを行っていく。 
 
(2)財政経済委員会（財政経済研究会） 

社会保障制度、財政制度改革に関する諸課題について調査、研究し、会員等に対して幅広く情

報提供していくこととし、さらに必要に応じて、関係当局に対し意見、提言を行う。 

なお、当委員会の下に財政経済研究会を設置し、財政、税制、社会保障政策の課題について、

調査・研究・提言活動を継続する。 

 

(3)個人課税委員会（個人課税研究会） 

個人所得税や相続税・贈与税に関する諸課題を調査、研究するとともに、会員等に対して幅広

く情報提供し、必要に応じて税制改正意見等として関係当局に対し意見、提言を行う。 
なお、当委員会の下に個人課税研究会をおき、金融課税を含め、個人課税に関する調査・研究

活動を行う。  
 
(4)法人課税委員会（法人税研究会、税務会計研究会） 

法人税に関する諸課題を調査、研究するとともに、会員等に対して幅広く情報提供していくこ

ととし、必要に応じて税制改正意見等として関係当局に対し意見、提言を行う。 
なお、当委員会における、各研究会の活動は以下のとおりである。 

① 法人税研究会 

法人税における諸課題(税務会計研究会に係る課題は除く)について、調査、研究、提言を行い、

会員等に対して幅広く情報提供を行う。 

ⅰ)通達等検討会（法人税、国際課税、消費税各部会） 
企業の実務と税制度や通達との関係が不明確や不確定な分野について、実務面から税制度の

透明性の確保や予測可能な取扱を目指し、会員意見の通達への反映等、活動の定着と更なる充

実に取り組む。 
 

－18－



ⅱ)国際課税実務検討会 
日本企業がグローバルに事業展開する中で、発生する国際課税上の取扱いが困難な問題につ

いて、その税制上の取扱いを明確化、透明化することを中心として、調査、研究、提言を行う。 
② 税務会計研究会 

平成20年度から行ってきた企業会計基準の国際的な統一化への大きな変化に対する法人税法

の取扱について、報告書作成、公表、提言を行い、一連の調査・研究活動を終了した。 
今後も、会計基準国際化の動向に注視しながら、必要に応じて活動を行う。 

 
(5)国際課税委員会（国際課税研究会） 

国際課税に関する諸課題を調査、研究するとともに、会員等に対して幅広く情報提供するこ

ととし、必要に応じて税制改正意見等として、関係当局に対して意見、提言を行う。 
なお、国際課税研究会は、研究者、官庁、民間が共通の場で行う最先端の研究であり、引き

続き国際課税に関する国際的に重要な論文について、調査、研究を行い、税制改正提言に資す

ることとし、会員に対して幅広く情報提供する。 
 
(6)消費課税委員会（消費課税研究会） 

消費税に関する諸課題を調査、研究するとともに、会員等に対して幅広く情報提供していく

こととし、必要に応じて税制改正意見等として関係当局に対し意見、提言を行う。 
なお、当委員会の下に、消費税に関する調査・研究活動を行う研究会の設置を検討する。  

  

(7)地方税委員会（地方税研究会） 

地方税を中心とする諸課題を調査、研究するとともに、会員等に対して幅広く情報提供して

いくこととし、必要に応じて税制改正意見等として関係当局に対し意見、提言を行う。 
なお、当委員会の下に、地方税研究会をおき、地方税に関する調査・研究活動を行う。 

 
(8)運営委員会（企画・運営小委員会） 

租研の事業計画の策定や事業活動の基本方針等重要な事項について、協議、検討等を行う。 
なお、当委員会の下に、企画・運営小委員会をおき、必要に応じ、随時協議、検討等を行う。 

 
(9)意見交換会 

行政当局と会員との双方向の意思疎通が重要であることから、意見交換会の開催等に向けて

連絡・協調に積極的に取り組む。特に、税制改正、取扱通達、国際課税に関する課題等につい

て、随時行政当局担当官を招き、意見交換を行う。  
課題に対するタイムリーな情報発信や意見交換の場を提供することに焦点をあてる。 
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5．国際交流の促進 

諸外国の財政・税制・税務行政に携わっている政府担当官、あるいは学者の来訪の際、財政・

税制・税務行政を巡る諸問題について講演会の開催を企画する。 
また、諸外国の税務当局幹部と各国進出企業との間の相互理解促進を目的とした、意見交換会

の開催にも積極的に取り組む。 

6．会員懇談会 

国内課税及び国際課税に関する、理論面、実務面における重要な課題をテーマとして、幅広く

懇談会を開催する。租研が行う税制改正に関する「租研意見」の形成に資する有益な情報の習得

に配意するとともに、「税制改正説明会」、「決算・申告への留意事項」等の当局からの情報発信、

研究者・実務家の調査・研究報告等を、会員のニーズならびに時代の要請に則して、タイムリー

かつバランスよく提供することを目指す。 
開催数については、「選択」と「集中」を推し進め、79 回程度まで絞り込みを図る。ただし、会

員への普及活動の中軸事業であることから、内容の厳選・充実化とともに委員会・研究会のうち

で可能なものは合同開催する等の効率化を図りながら、会員のニーズに応え得る規模を維持する。 

 

7．租税研究大会 

租税研究大会については、租研の事業活動に相応しい財政・税制に関する調査、研究、情報発

信機能を重視したものを引き続き実施する。会員に対して、講演、討論等を通じて情報提供を実

施するとともに、協会外部への情報発信を行い、公益的活動の推進、当協会のプレゼンス向上に

資するものとして継続する。なお、本年度については、東京大会は 平成 29 年 9 月 12 日（火）～

13 日（水）、大阪大会は 平成 29 年 9 月 20 日（水）に開催する予定である。 

 

・会員懇談会の回数推移 （回数）　

平成２５年度
実績

平成２６年度
実績

平成２７年度
実績

平成２８年度
実績

平成２９年度
計画

会員懇談会 103 107 100 92 79

・租税研究大会の内訳と実施推移 （回数）　

平成２５年度
実績

平成２６年度
実績

平成２７年度
実績

平成２８年度
実績

平成２９年度
計画

東京大会 4 4 4 4 4

報告 2 2 2 1 2

討論 2 2 2 3 2

大阪大会 2 2 2 2 2

報告 1 1 1 1 1

討論 1 1 1 1 1

合計（報告+討論） 6 6 6 6 6

合計（日数） 3.0 3.0 3.0 3.0 3.0
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8．基礎講座 

基礎的分野の会員サービスとして継続し、講座においても収支相償を原則とした運営を目指す。

そのため、会場費用等でのコスト削減等に取り組んだうえで、法人税基礎講座（東京、関西）、国

際課税基礎講座（東京；中級講座と隔年開催）を継続する。 

 

9．出版物の刊行 

会員に対し、租税に関する最新情報を提供するため、毎月発刊の「租税研究」に加え、「租税研

究大会記録」等の出版物を作成し配付する。また、重要な調査・研究も、出版物を作成し配付す

ることとする。但し、出版に際しては真に必要なものに限り実施するなど、対象の重点化を図る。 
・租税研究大会記録   
・平成 30 年度税制改正に関する租研意見 

 ・BEPS プロジェクト 2015 年最終報告書 
・その他 

         合計 9 冊 
 
10．情報提供サービスの向上 

会員向けの情報提供サービスの内容を充実することにより、会員の利便性の向上を図る。 
また、ホームページにおいて、租研意見、租税研究大会等を掲載することにより、会員以外の

一般の方にも広く情報提供するとともに、当協会からの提言、情報発信の充実を図り、財政･税制

についての知見･知識の普及･拡大を図る。 
 
11．国際租税協会(IFA)日本支部事務局受託事務等 

IFA 日本支部の事業活動の積極的な展開に協力するとともに、IFA から得られる情報を活かし

租研の国際租税分野での事業活動の更なる活性化に資することに努める。 
  

・基礎講座の内訳と実施推移 （回数）　

平成２５年度
実績

平成２６年度
実績

平成２７年度
実績

平成２８年度
実績

平成２９年度
計画

法人税講座（東京） 8 8 8 8 8

法人税講座（関西） 8 8 8 8 8

国際課税基礎講座（東京） 6 0 6 0 6

国際課税中級講座（東京） 0 5 0 5 0

合計 22 21 22 21 22
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12．日本租税研究協会 組織表 

 

 

　（委員長　  新日鐵住金㈱常務執行役員  宮本 勝弘）

　（委員長　  三菱重工業㈱相談役　佃和夫）

　（委員長　個人会員(国家公務員共済組合連合会理事長)　尾原榮夫）

　（委員長　キヤノン㈱副社長　田中稔三）

　（委員長　個人会員(国家公務員共済組合連合会理事長)　尾原榮夫）

　（委員長　東京電力㈱元社長　南直哉）

　（委員長　日本生命保険相互会社名誉顧問　宇野郁夫）

　（日本租税研究協会会長補佐兼事務総長　伊藤雅規）

政策検討会

地球環境問題検討会

政策委員会

個人課税委員会 個人課税研究会

財政経済研究会

税制基本問題研究会

［常設委員会］

国際課税委員会

財政経済委員会

法人課税委員会

評

議

員

総

事

消費税研究会

地方課税委員会

事

局

会

会

務

会

理

企画・運営小委員会

法人税研究会

消費課税委員会

地方税研究会

運営委員会

［懇談会］

会員懇談会　（東京、大阪、名古屋、福岡）

税務会計研究会

国際課税研究会

） 
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Ⅱ.平成29年度収支予算(正味財産増減計算書）
平成29年4月1日から平成30年3月31日まで (単位:千円)

　科目　 Ｈ29年予算 Ｈ28年予算 増減
Ⅰ.一般正味財産増減の部
1.経常増減の部
(1)経常収益

100 100 0

0 0 0

128,160 129,330 -1,170

5,500 6,940 -1,440

経　　常　　収　　益　　計 133,760 136,370 -2,610

(2)経常費用

事業費 124,572 129,360 -4,788

役 員 報 酬 7,300 10,400 -3,100

給 料 手 当 27,300 24,200 3,100

退 職 給 付 費 用 2,500 2,500 0

賞 与 引 当 金 繰 入 3,900 3,900 0

福 利 厚 生 費 5,700 5,700 0

研 修 費 0 90 -90

旅 費 交 通 費 4,677 4,650 27

通 信 運 搬 費 3,860 4,160 -300

減 価 償 却 費 270 270 0

ソ フ ト ウ ェ ア 償 却 費 90 90 0

消 耗 什 器 備 品 費 360 360 0

消 耗 品 費 2,195 2,300 -105

修 繕 費 0 0 0

印 刷 製 本 費 14,600 15,700 -1,100

光 熱 水 道 費 270 270 0

賃 借 料 14,220 14,220 0

諸 謝 金 23,550 24,650 -1,100

会 場 借 上 費 8,700 9,000 -300

租 税 公 課 0 0 0

委 託 費 710 1,530 -820

雑 費 4,370 5,370 -1,000

管理費 9,928 9,840 88

役 員 報 酬 800 1,200 -400

給 料 手 当 3,500 3,100 400

退 職 給 付 費 用 300 300 0

賞 与 引 当 金 繰 入 500 500 0

福 利 厚 生 費 700 700 0

研 修 費 0 10 -10

旅 費 交 通 費 123 150 -27

通 信 運 搬 費 140 140 0

減 価 償 却 費 30 30 0

ソ フ ト ウ ェ ア 償 却 費 10 10 0

消 耗 什 器 備 品 費 40 40 0

消 耗 品 費 205 100 105

修 繕 費 0 0 0

印 刷 製 本 費 100 100 0

光 熱 水 道 費 30 30 0

賃 借 料 1,580 1,580 0

諸 謝 金 250 250 0

会 場 借 上 費 500 500 0

租 税 公 課 0 0 0

委 託 費 490 470 20

雑 費 630 630 0

経　　常　　費　　用　　計 134,500 139,200 -4,700

評価損益等調整前当期経常増減額 -740 -2,830 2,090

損益評価等計 0 0 0

当期経常増減額 -740 -2,830 2,090

2.経常外増減の部
(1)経常外収益

経　　常　　外　　収　　益　　計 0 0 0

(2)経常外費用

経　　常　　外　　費　　用　　計 0 0 0

当期経常外増減額 0 0 0

当期一般正味財産増減額 -740 -2,830 2,090

一般正味財産期首残額 238,838 244,116 -5,278

一般正味財産期末残額 238,098 241,287 -3,188

Ⅱ.指定正味財産増減の部
当期指定正味財産増減額 0 0 0

指定正味財産期首残額 0 0 0

指定正味財産期末残額 0 0 0

Ⅲ.正味財産期末残高 238,098 241,287 -3,188

基 本 財 産 運 用 益

特 定 資 産 運 用 益

受 取 会 費

雑 収 益

Ｈ29年度予算 Ｈ28年度予算 
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Ⅲ.平成29年度収支予算（正味財産増減計算書）事業別内訳表
(単位:千円)

　科目　 公益目的事業会計 法人会計 内部取引消去 合計

Ⅰ.一般正味財産増減の部
1.経常増減の部
(1)経常収益

100 0 0 100

0 0 0 0

108,940 19,220 0 128,160

5,500 0 0 5,500

経　　常　　収　　益　　計 114,540 19,220 0 133,760

(2)経常費用

事業費 124,572 0 124,572

役 員 報 酬 7,300 0 7,300

給 料 手 当 27,300 0 27,300

退 職 給 付 費 用 2,500 0 2,500

賞 与 引 当 金 繰 入 3,900 0 3,900

福 利 厚 生 費 5,700 0 5,700

研 修 費 0 0 0

旅 費 交 通 費 4,677 0 4,677

通 信 運 搬 費 3,860 0 3,860

減 価 償 却 費 270 0 270

ソ フ ト ウ ェ ア 償 却 費 90 0 90

消 耗 什 器 備 品 費 360 0 360

消 耗 品 費 2,195 0 2,195

修 繕 費 0 0 0

印 刷 製 本 費 14,600 0 14,600

光 熱 水 道 費 270 0 270

賃 借 料 14,220 0 14,220

諸 謝 金 23,550 0 23,550

会 場 借 上 費 8,700 0 8,700

租 税 公 課 0 0 0

委 託 費 710 0 710

雑 費 4,370 0 4,370

管理費 9,928 0 9,928

役 員 報 酬 800 0 800

給 料 手 当 3,500 0 3,500

退 職 給 付 費 用 300 0 300

賞 与 引 当 金 繰 入 500 0 500

福 利 厚 生 費 700 0 700

研 修 費 0 0 0

旅 費 交 通 費 123 0 123

通 信 運 搬 費 140 0 140

減 価 償 却 費 30 0 30

ソ フ ト ウ ェ ア 償 却 費 10 0 10

消 耗 什 器 備 品 費 40 0 40

消 耗 品 費 205 0 205

修 繕 費 0 0 0

印 刷 製 本 費 100 0 100

光 熱 水 道 費 30 0 30

賃 借 料 1,580 0 1,580

諸 謝 金 250 0 250

会 場 借 上 費 500 0 500

租 税 公 課 0 0 0

委 託 費 490 0 490

雑 費 630 0 630

経　　常　　費　　用　　計 124,572 9,928 0 134,500

評価損益等調整前当期経常増減額 -10,032 9,292 0 -740

損益評価等計 0 0 0 0

当期経常増減額 -10,032 9,292 0 -740

2.経常外増減の部
(1)経常外収益

経　　常　　外　　収　　益　　計 0 0 0 0

(2)経常外費用

経　　常　　外　　費　　用　　計 0 0 0 0

当期経常外増減額 0 0 0 0

他会計振替額 9,292 -9,292 0 0

当期一般正味財産増減額 -740 0 0 -740

一般正味財産期首残額 238,838 0 0 238,838

一般正味財産期末残額 238,099 0 0 238,099

Ⅱ.指定正味財産増減の部
当期指定正味財産増減額 0 0 0 0

指定正味財産期首残額 0 0 0 0

指定正味財産期末残額 0 0 0 0

Ⅲ.正味財産期末残高 238,098 0 0 238,098

基 本 財 産 運 用 益

特 定 資 産 運 用 益

受 取 会 費

雑 収 益
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第四号議案　平成２９年度会費分担基準案
（自平成29年4月  至平成30年3月）

原則として以下による。

①　維　持　会　員

Ａ）　事　業　会　社

資 本 金 額 年 会 費 15億円以上 40 100億円以上 70 2,000億円以上 110

万円 20億円以上 45 300億円以上 80 2,500億円以上 115

5億円未満 23 30億円以上 50 500億円以上 90 3,000億円以上 120

5億円以上 28 50億円以上 55 1,000億円以上 100 3,500億円以上 125

10億円以上 35 80億円以上 65 1,500億円以上 105 4,000億円以上 130

4,500億円以上 135以上

Ｂ）　金　融　機　関

資 金 量 年 会 費 2兆円以上 35 7兆円以上 85 20兆円以上 115

万円 3兆円以上 40 8兆円以上 95 25兆円以上 120

1兆円未満 23 5兆円以上 65 9兆円以上 100 30兆円以上 125

1兆円以上 28 6兆円以上 75 10兆円以上 105 35兆円以上 130

40兆円以上 135以上

Ｃ）　証　券　会　社

営 業 収 益 年 会 費 500億円以上 35 900億円以上 80 5,000億円以上 115

万円 600億円以上 45 1,000億円以上 90 6,000億円以上 120

300億円未満 23 700億円以上 60 2,000億円以上 100 7,000億円以上 125

300億円以上 28 800億円以上 70 4,000億円以上 110 8,000億円以上 130

1兆円以上 135以上

Ｄ）　生命保険会社

収 入 保 険 料 年 会 費 4,000億円以上 35 2兆円以上 85 4兆円以上 110

万円 5,000億円以上 45 2.5兆円以上 90 4.5兆円以上 115

2,000億円未満 23 1兆円以上 60 3兆円以上 95 5兆円以上 120

2,000億円以上 28 1.5兆円以上 75 3.5兆円以上 105 5.5兆円以上 125

6兆円以上 135以上

Ｅ）　損害保険会社
正 味 保 険 料 年 会 費 1,000億円以上 35 5,000億円以上 85 8,500億円以上 110

万円 2,000億円以上 45 6,000億円以上 90 9,000億円以上 115

500億円未満 23 3,000億円以上 60 7,000億円以上 95 9,500億円以上 120

500億円以上 28 4,000億円以上 75 8,000億円以上 105 1兆円以上 125

1.5兆円以上 135以上

Ｆ）　各　種　団　体　　　　　年会費23万円以上

②　特　別　会　員　　　　  　　　年会費23万円以上

③　個　人　会　員

（Ａ）正会員　　　 　70,000円　（年会費･「租税研究」等購読･会員懇談会参加） 

（Ｂ）購読会員　　　 30,000円　（年会費・「租税研究」 等購読）
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　第五号議案　役員任期満了に伴う改選案
(平成２９年５月３０日付)

（会長・副会長・専務理事については代表理事として、総会後の理事会で選任決議（文書決議）をいただく予定です。）

　１.理　事

　会　長　（代表理事） (敬称略)

三 菱 重 工 業 ㈱ 相 談 役 佃 和 夫

　副会長　（代表理事）　　

キ ヤ ノ ン ㈱ 代 表 取 締 役 副 社 長 田 中 稔 三

個人会員（国家公務員共済組合連合会） ( 理 事 長 ) 尾 原 榮 夫

新 日 鐵 住 金 ㈱ 常 務 執 行 役 員 宮 本 勝 弘

関 西 電 力 ㈱ 相 談 役 森 詳 介 新任

㈱ 三 菱 東 京 UFJ 銀 行 特 別 顧 問 畔 柳 信 雄 新任

㈱ 日 立 製 作 所 取 締 役 中 村 豊 明 新任

　理　事

鹿 島 建 設 ㈱ 常 務 執 行 役 員 内 田 顕 新任

サントリーホールディングス㈱ 執 行 役 員 石 川 一 志

住 友 化 学 ㈱ 執 行 役 員 佐 々 木 啓 吾

住 友 電 気 工 業 ㈱ 財 務 部 次 長 新 田 和 久

東 京 海 上 日 動 火 災 保 険 ㈱ 専 務 取 締 役 藤 田 裕 一

東 京 ガ ス ㈱ 常 務 執 行 役 員 中 島 功

東 レ ㈱ 税 務 室 長 栗 原 正 明

ト ヨ タ 自 動 車 ㈱ 経 理 部 財 務 管 理 室 長 鈴 木 浩 之

日 本 銀 行 理 事 桑 原 茂 裕

日 本 証 券 業 協 会 専 務 理 事 岳 野 萬 里 夫

日 本 製 紙 ㈱ 取 締 役 執 行 役 員 藤 森 博 史

日 本 生 命 保 険 相 互 会 社 調 査 部 担 当 部 長 加 藤 亮 新任

日 本 電 信 電 話 ㈱ 取 締 役 財 務 部 門 長 廣 井 孝 史

日 本 郵 船 ㈱ 取締役・常務経営委員 髙 橋 栄 一

野 村 ホ ー ル デ ィ ン グ ス ㈱ 執 行 役 C F O 北 村 巧
パ ナ ソ ニ ッ ク ㈱ 経理・財務部税務戦略室室長 下 西 賢 治
丸 紅 ㈱ 経 理 部 長 岩 根 秀 禎 新任

㈱ 三 井 住 友 銀 行 常 務 執 行 役 員 永 田 晴 之 新任

三 井 物 産 ㈱ 執 行 役 員 塩 谷 公 朗
三 菱 商 事 ㈱ 執 行 役 員 蜂 谷 由 文

　専務理事　（代表理事）

(公 社 )日 本 租 税 研 究 協 会 専 務 理 事 伊 藤 雅 規 新任

（計　　　28名）

　２.監　事

三 菱 地 所 ㈱ 執 行 役 常 務 片 山 浩

税 理 士 秋 山 忠 人 新任

（計　　　2名）

(退任理事)

会長

㈱ 三 菱 東 京 UFJ 銀 行 特 別 顧 問 三 木 繁 光 退任

副会長

東 京 電 力 ㈱ 元 社 長 南 直 哉 退任

日 本 生 命 保 険 相 互 会 社 名 誉 顧 問 宇 野 郁 夫 退任

理事

鹿 島 建 設 ㈱ 取 締 役 専 務 執 行 役 員 高 野 博 信 退任

関 西 電 力 ㈱ 執 行 役 員 月 山 將 退任

㈱ 日 立 製 作 所 専 門 理 事 川 﨑 直 行 退任

丸 紅 ㈱ 常 務 執 行 役 員 郡 司 和 朗 退任

㈱ 三 井 住 友 銀 行 取締役兼専務執行役員 太 田 純 退任

監事 税 理 士 山 田 曉 退任
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第六号議案 補欠理事選任案  
 (各社毎の補欠理事とする)        

  
 
 
. 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                                    

以  上 

 補欠理事 
 

会社 氏名（敬称略） 

 
鹿島建設㈱ 海野  洋 

 
サントリーホールディングス㈱  斎藤   篤 

 
住友化学㈱ 田中 啓之 

 
住友電気工業㈱ 吉田 諭史 

 
東京海上日動火災保険㈱ 武田 祐一 

 
東京ガス㈱ 吉田 修一 

 
東  レ㈱ 小林 伸也 

 
トヨタ自動車㈱ 大堀 充則 

 
日本証券業協会 石黒 淳史 

 
日本製紙㈱ 板倉 智康 

 
日本生命保険相互会社     金山 和範 

 
日本電信電話㈱ 中村 俊彦 

 
日本郵船㈱ 河邉 顕子 

 
野村ホールディングス㈱ 堀内 優子 

 
パナソニック㈱ 西澤 裕之 

 
丸  紅㈱ 田中 和文 

 
㈱三井住友銀行 三上  剛 

 
三井物産㈱ 八若 和紀 

 
三菱商事㈱ 西澤  晃  
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第七号議案 評議員退任選任報告  

 
平成 28 年 8 月 29 日（第 470 回理事会・評議員会） 理事会承認 
 

（敬称略）   
（退任）             （選任） 

（一社）日本経済団体連合会 
       参与              常務理事 
        阿部 泰久           井上 隆 

 
㈱エヌ・ティ・ティ・データ   
        取締役常務執行役員      執行役員 

         寒河江 弘信          中村 卓司 
 
 中国電力㈱ 
       取締役監査等委員        取締役常務執行役員 
         畝川 寛            松村 秀雄 
 
（一社）日本ガス協会 
         副会長・専務理事       副会長・専務理事 
        蟹沢 俊行           幡場 松彦 

 
（一社）日本倉庫協会 
         会長             会長 
        安部 正一           藤岡 圭 

 
 三菱ＵＦＪ信託銀行㈱ 
      取締役専務執行役員        取締役常務執行役員 
         長島 巌            米花 哲也 
 
 

以  上 
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　第八号議案　評議員任期満了に伴う改選案

（平成２９年５月３０日付）

評議員（議長） （敬称略)
日 本 た ば こ 産 業 ㈱ 取 締 役 会 長 丹 呉 泰 健

評議員

旭 化 成 ㈱ 取 締 役 常 務 執 行 役 員 坂 本 修 一

伊 藤 忠 商 事 ㈱ 執 行 役 員 関　　　　　　　鎮
大 阪 ガ ス ㈱ 代表取締役副社長執行役員 藤 原 正 隆

( 公 社 ) 関 西 経 済 連 合 会 理 事 藤 原 幸 則

九 州 電 力 ㈱ 上 席 執 行 役 員 犬 塚 雅 彦

四 国 電 力 ㈱ 取 締 役 社 長 佐 伯 勇 人

住 友 商 事 ㈱ 理 事 菅 井 博 之 新任

ソ ニ ー ㈱
執行役員コーポレート
エグゼクティブ

武 田 和 彦

㈱ 大 和 証 券 グ ル ー プ 本 社 取 締 役 専 務 執 行 役 小 松 幹 太

中 部 電 力 ㈱ 代表取締役副社長執行役員 片 岡 明 典

東 武 鉄 道 ㈱ 専 務 取 締 役 猪 森 信 二

( 一 社 ) 日 本 経 済 団 体 連 合 会 常 務 理 事 井 上 隆

日 本 通 運 ㈱ 代 表 取 締 役 会 長 渡 邉 健 二 新任

日 本 電 気 ㈱ 監 査 役 藤 岡 哲 哉

東 日 本 旅 客 鉄 道 ㈱ 常 務 取 締 役 森 本 雄 司

富士フイルムホールディングス㈱ 執 行 役 員 稲 永 滋 信

北 陸 電 力 ㈱ 取 締 役 常 務 執 行 役 員 高 林 幸 裕

三 菱 重 工 業 ㈱ 常 務 執 行 役 員 小 口 正 範

三 菱 電 機 ㈱ 専 務 執 行 役 松 山 彰 宏

明 治 安 田 生 命 保 険 相 互 会 社 取締役代表執行役社長 根 岸 秋 男

㈱ Ｉ Ｈ Ｉ 代 表 取 締 役 副 社 長 寺 井 一 郎 新任

㈱ ｴ ﾇ ･ ﾃ ｨ ･ ﾃ ｨ ･ ﾃ ﾞ ｰ ﾀ 執 行 役 員 中 村 卓 司

㈱ 神 戸 製 鋼 所 代表取締役副社長執行役員 梅 原 尚 人

㈱ 商 船 三 井 代 表 取 締 役 社 長 池 田 潤 一 郎

清 水 建 設 ㈱ 常 務 執 行 役 員 曽 根 豊 次

Ｊ Ｆ Ｅ ホ ー ル デ ィ ン グ ス ㈱ 常 務 執 行 役 員 大 木 哲 夫

㈱ 損 害 保 険 ジ ャ パ ン 日 本 興 亜 取 締 役 社 長 西 澤 敬 二

第 一 三 共 ㈱ 執 行 役 員 高 村 健 太 郎

第 一 生 命 保 険 ㈱ 代 表 取 締 役 社 長 稲 垣 精 二 新任

大 成 建 設 ㈱ 社 長 村 田 誉 之

㈱ 竹 中 工 務 店 取 締 役 執 行 役 員 社 長 宮 下 正 裕

三井住友トラスト・ホールディングス㈱ 専 務 執 行 役 員 西 村 正

中 国 電 力 ㈱ 取 締 役 常 務 執 行 役 員 松 村 秀 雄

帝 人 ㈱ 代表取締役副社長執行役員 山 本 員 裕

㈱ 日 本 取 引 所 グ ル ー プ 常 務 執 行 役 井 阪 喜 浩

東 北 電 力 ㈱ 取 締 役 社 長 原 田 宏 哉

東 洋 紡 ㈱ 代 表 取 締 役 社 長 楢 原 誠 慈

㈱ 日 清 製 粉 グ ル ー プ 本 社 取 締 役 社 長 見 目 信 樹 新任

日 東 紡 績 ㈱ 常 務 執 行 役 野 崎 有 新任

( 一 社 ) 日 本 ガ ス 協 会 副 会 長 ・ 専 務 理 事 幡 場 松 彦

日 本 鉱 業 協 会 専 務 理 事 加 藤 元 彦

( 一 社 ) 日 本 自 動 車 工 業 会 副 会 長 ・ 専 務 理 事 永 塚 誠 一

日 本 製 紙 連 合 会 常 務 理 事 森 井 博 一
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( 一 社 ) 日 本 倉 庫 協 会 会 長 藤 岡 圭

( 一 社 ) 日 本 損 害 保 険 協 会 常 務 理 事 鈴 木 毅

( 一 社 ) 日 本 鉄 鋼 連 盟 専 務 理 事 内 山 俊 一

( 一 社 ) 日 本 電 機 工 業 会 専 務 理 事 海 老 塚 清

㈱ 野 村 総 合 研 究 所 取 締 役 社 長 此 本 臣 吾

㈱ 博 報 堂 DY ホ ー ル デ ィ ン グ ス 取 締 役 執 行 役 員 西 岡 正 紀

阪 急 電 鉄 ㈱ 取 締 役 社 長 杉 山 健 博 新任

日 立 造 船 ㈱ 顧 問 安 藤 重 寿

北 海 道 電 力 ㈱ 取 締 役 常 務 執 行 役 員 古 郡 宏 章

三 井 住 友 海 上 火 災 保 険 ㈱ 常 任 顧 問 江 頭 敏 明

三 井 不 動 産 ㈱ 代 表 取 締 役 社 長 菰 田 正 信

㈱三菱ケミカルホールディングス 執 行 役 員 伊 達 英 文

三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 信 託 銀 行 ㈱ 取 締 役 常 務 執 行 役 員 米 花 哲 也

(計　　　５７名)
(退任評議員)

（議長）日 本 た ば こ 産 業 ㈱ 社 友 水 野 勝 ご逝去

住 友 商 事 ㈱ 執 行 役 員 諸 岡 礼 二 退任

㈱ Ｉ Ｈ Ｉ 相 談 役 釡 和 明 退任

第 一 生 命 保 険 ㈱ 社 長 渡 邉 光 一 郎 退任

㈱ 日 清 製 粉 グ ル ー プ 本 社 社 長 大 枝 宏 之 退任

日 東 紡 績 ㈱ 取締役代表執行役社長 辻 裕 一 退任

阪 急 電 鉄 ㈱ 取 締 役 社 長 中 川 喜 博 退任
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